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　 渋川市も年間電気消費量 7 億 kw 時の 80% にあた












績を見ると、市町村税の 5 〜 10％、市町村税＋














　   → 担当課と企画・政策部門とのコミュニケー　
　　　 ション・ツール。
　 位置づけと有効性　
　   → 評価ツールと短絡せず現状把握ツールとして
　　　位置づけるのが有効。
　 担当課の負担感を減らす
 　  → 全項目入力にこだわらない。
 　 　  毎年にこだわらない。
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